
（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

令和２年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 事業名 米乾燥調製施設・農業用機械整備事業敷地造成事業 事業番号 ◆(5)-43-5-1 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村（直接） 

総交付対象事業費 43,227（千円） 全体事業費 43,227（千円）

帰還環境整備に関する目標 

＜現状＞ 

葛尾村では、平成２８年６月に一部の帰還困難区域を除き避難指示が解除されたが、長期間の避難を余

儀なくされたことから、村民の帰還は進んでおらず、避難指示解除後３年を経過しても今なお帰還率は２

０％台にとどまっている。震災前の村の主産業は農業であり、水稲、畜産、葉たばこを中心に多様な農業

が営まれてきたが、原発事故を受け、風評被害や除染に伴う地力低下、後継者の流出など営農環境が大き

く変わり離農を考える農家も少なくない。また、村内の農業関連施設の老朽化・担い手不足等が深刻化し

ており、今後、耕作放棄地の増加が予測されるなか、村としては、営農再開に向けた様々な取り組みを実

施し、農業者の帰還を促進しているところである。 

しかし、村の主要な品目である水稲については震災前 135ha 作付けされていたが、現状 26ha までの再開

に留まっており、農業・農村地域の復興を図るうえで、更なる農業者の帰還の促進及び水稲の作付拡大が

必要な状況である。 

＜農業振興の方向性＞ 

震災前にあった集落での共同取り組み活動が喪失している中、農業者同士での連携の再構築を図り、集

落農業の再生を目指すことは、村の再生に大きく寄与することから村の主要施設として位置付けている。

集落営農組織が利用する作物生産に必要な農業機械・施設を村が整備することで、この組織の構成員が

活躍できる環境を整え未帰還の構成員や村民の帰還を促す。  

事業概要 

＜本事業で施設を整備する理由＞ 

本事業により集落における円滑な農業再開と生産基盤の充実・強化を図るために必要な耕起・播種・収

穫・乾燥調製等の一連の高性能農業機械及び施設を整備し、集落ぐるみで営農を行う集落営農組織を育成

支援することで農業者等の帰還や再開を促進する。 

＜整備内容＞ 

・造成測量設計： 敷地面積 2,053 ㎡ 

・造成工事  ： 敷地面積 2,053 ㎡ 

 なお、米乾燥調製施設、農業用機械、農機具格納庫の整備は基幹事業（県申請）で実施する予定であ

る。 

＜市町村計画等＞ 

●かつらお再生戦略プランより 

第２章 復興再生プラン   ２．重点プロジェクト   （３）重点プロジェクトの方向性 

２）安心農業基盤・体制の強化プロジェクト 

①営農意向を活かした農業拠点地区の整備と経営体制の強化 

イ）集落生産・管理体制の強化 

・村における農業の再生・活性化を図るため集落営農を強化し、土地の流動化、周辺林地の管理等、

営農との一体的な取り組みを図ります。 

・道路・水路の共同管理の充実、機械・機器等の共同利用、共同作業による既耕作放棄地の復旧等を



図ります。 

③各集落における元気を増進する集落・営農環境の向上 

ア）共同化促進による集落営農の活性化 

・中山間地直接支払制度を活用し、各集落営農の共同利用施設の復旧整備、共同利用の農業用施設・

機械の導入等、生産関連施設等の整備を図ります。 

・各集落拠点に、共同作業所や農業機材保管庫を整備し、さらに既存の集落営農をネットワークした

全村共同で推進させることで村の農業再生を図ります。 

●葛尾村農業再生事業化計画「美しい農がある風景を再び かつらお」より 

３．農業再生への目標

村民ひとりひとりが主役になり、農に関わっていただくことで、人が集まり、人とひとが語り合い、

美しい農がある風景を再び取り戻していくことを将来像に、農業再生支援を行い、村の農業再生を進

め、基幹産業として新しく生まれ変わることを目標とします。

① 水田農業は、育苗から出荷までの作業について、作業を斡旋する組織の設立を行い、各種作業を

支援します。また、まとまった農地の集積を行う経営体を育成するとともに、組織や経営体で

水田農業の再開を行う場合は、必要な農業用機械と施設（育苗施設と穀類乾燥調製施設等）の

整備を支援します。

 ４．農業再生への道のり 

 （２）第２段階 「新たな営農の展開」 

○水田はこれまでは農家が個々に営農を行ってきましたが、作業受託、農地の利用集積等により、

10～20ha 規模の経営体（生産組織）による農業の展開を進めます。 

○畑地は、飼料用作物、大豆、そばの作付けを促進するため、農作業を受託する担い手組織を育成

するとともに、必要な農業機械や施設の導入を支援します。 

（３）第３段階 「農業の将来像」 

○水田は、経営体（法人及び生産組織）を育成し、育苗施設や穀類乾燥調製施設等の整備を支援す

るとともに、農地の利用集積を進めるため、未整備地区のほ場区画の整理・大型化を進めます。

●葛尾村農業再生アクションプランより 

「担い手」 

【目標】 

   〇担い手への農地集積や経営の法人化を支援し、大規模な担い手を育成します。 

○各集落に集落営農組織の設立を目指します。 

【具体的対応（施策）】 

① 集落営農組織の設立・運営支援 

② 担い手に対する機械装備支援と法人化支援 

 「稲作振興」 

【目標】 

○震災前の作付面積約130ha の回復を目標とし、当面令和６年度までに約７割の85ha の作付を目

指します。（Ｒ元：26ha）
【具体的対応（施策）】

①加速化交付金制度を活用した共同利用施設・機械等の整備（育苗施設・乾燥調製施設・集落営農

向け機械等）

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください

当面の事業概要 

＜令和 2年度＞ 

測量設計  5,947 千円 

造成工事 37,280 千円 



＜令和 3年＞ 

地域の帰還環境整備との関係 

 当村の基幹産業は農業であり、地域が再生復興するためには、農業の再生・復興が必要不可欠である。

本事業を活用して整備する農業機械・施設を扱うオペレーターは 19 名おり、うち未帰還者６名及び組合員

の帰還が見込めるなど、農業者が営農再開に取り組む意欲が向上することにより住民の帰還を促進させ、

村全体の農業振興並びに地域再生を図る。 

関連する事業の概要 

○被災地域農業復興総合支援事業 

  水稲育苗施設整備事業（令和２～３年度整備予定） 419,382 千円 

○被災地域農業復興総合支援事業 

  そば大豆乾燥調整施設整備事業（令和２年度整備予定） 65,568 千円 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 (5)-43- 

事業名 被災地域農業総合支援事業（米乾燥調製施設・農業用機械整備）葛尾村 

交付団体 福島県 

基幹事業との関連性 

基幹事業により整備する「被災地域農業総合支援事業（米乾燥調製施設・農業用機械整備）葛尾村」の

建設予定地は、表土の入れ替えや盛土等を要する必要があるため、施設建設に取りかかる前に効果促進事

業により造成工事を行う必要がある。 



（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

令和 2 年 7 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 事業名 肥育素牛生産施設敷地造成事業 事業番号 ◆(5)-43-6-1 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村（直接） 

総交付対象事業費 48,348（千円） 全体事業費 366,481（千円）

帰還環境整備に関する目標 

＜現状＞ 

 葛尾村では、平成２８年６月に一部帰還困難区域を除き避難指示が解除された後、営農再開に向けた様々

な取り組みを実施し、農業者の帰還を促しているが、村民の帰還はなかなか進まず、解除後４年を経ても帰

還率は２０％台にとどまっている。震災前の村の主産業は農業であり、水稲、畜産、葉たばこを中心に多様

な農業が営まれてきたが、原発事故を受け、風評被害や除染に伴う地力の低下、後継者の流出など営農環境

が大きく変わり、離農を考える農家が少なくない。 

 原発事故前、葛尾村では肉用繁殖牛３１４頭（成牛２８７頭、育成牛２７頭）、肉用肥育牛３,３１３頭

（黒毛和種６６０頭、交雑種２,６５３頭）が飼養されていたが、避難指示解除後、帰村して畜産経営を再

開する農業者は少なく、令和２年７月時点の飼養頭数は、肉用繁殖牛１４３頭（成牛１１１頭、育成牛３２

頭）、肉用肥育牛１２０頭（黒毛和種１２０頭）にとどまり、繁殖牛、肥育牛いずれの飼養頭数も、避難前

の水準には遠く及ばない。 

＜農業復興の方向性＞ 

本村の農業再生の拠点として、肥育素牛生産施設を整備し、素牛市場相場に左右されずに安定的に肥育素

牛を確保できる繁殖肥育一貫経営への転換を支援することにより、和牛生産基盤の復興を図り、村内で新た

な雇用を創出するとともに、飼料生産の拡大や地力の回復等により避難農業者等の営農意欲を高め、農業者

の帰還および村外からの新規参入を促す。 

また、堆肥舎を整備することで良質な堆肥を製造し、主として地域内の農家に供給することにより、除染

で失われた地力を回復し、農産物の収量向上を図るなど、当該和牛生産事業を中心として地域の耕畜連携を

進め、村内遊休地解消を目指す。 

事業概要 

＜本事業で施設を整備する理由＞ 

肥育素牛生産施設の整備により、震災前の葛尾村で盛んであった和牛生産業の復興、雇用創出を図り、村

民の帰還や営農再開を促進する。 

＜整備内容＞ 

（１） 測量設計および地質調査 

・上野川牧場①（施設①） 

・上野川牧場②（施設②） 

・大笹牧場（施設③） 

（２） 造成工事 

・上野川牧場①（施設①） 

・上野川牧場②（施設②） 

・大笹牧場（施設③） 

 なお、牛舎その他施設、機械等の整備は、基幹事業（県申請）で実施する予定である。 

＜市町村計画等＞ 



●葛尾村農業再生事業化計画「美しい農がある風景を再び かつらお」より 

１ 基本方針 

安心農業基盤・体制の強化プロジェクト 

① 営農意向を活かした農業拠点地区の整備と経営体制の強化 

○畜産の再建 

３ 農業再生への目標 

○農業生産額 

      平成２２年の総生産額は２,０８１百万円で、その内、農業は２７８百万円でした。今後は、

高品質と付加価値型農業を展開し、当面の農業生産額は、平成２２年水準の２７８百万円を

目標とします。 

４ 農業再生への道のり 

（３）第３段階「農業の将来像」 

○肉用牛（黒毛和牛）の子牛の生産は、１０ha程度の飼料生産基盤を確保し、繁殖牛３０頭程度を

１団地とした畜産団地の創造を推進します。 

５ 実践に向けて 

（２）畜産（肉用牛【繁殖】）及び酪農 

 ○草地の有効活用と資源の循環利用を図り、１団地３０頭程度の繁殖牛団地と大規模酪農経営体を

創造します。 

（８）営農参加の促進 

 ○村内の新規就農者等に対する栽培技術や経営向上を支援します。 

●葛尾村農業再生アクションプランより 

「畜産振興」 

【目標】 

 ○震災前の農家数の確保は困難なことから、意欲ある農家の規模拡大や一貫経営への発展を進め、頭 

  数拡大を目指す。 

【具体的対応（施策）】 

②規模拡大・一貫経営への発展を目指す意欲ある担い手への加速化交付金を活用した施設等の無償貸与 

当面の事業概要 

＜令和２年度＞ 

 測量設計       48,348 千円 

＜令和３年度＞ 

 造成工事      318,133 千円   

    合計     366,481 千円 

地域の帰還環境整備との関係 

当村の基幹産業は農業であり、地域が再生・復興するためには、農業の再生・復興が必要不可欠である。

しかしながら、葛尾村農業再生事業化計画「アクションプラン」記載のとおり、避難指示解除から 4年が経

過し、「震災前の農家数の確保は困難」であることが明らかとなり、「意欲ある農家の規模拡大や一貫経営へ

の発展を進め、頭数拡大を目指す」ことが求められている。そこで、村内で和牛の肥育経営を志向する 3法

人を貸与予定者とする肥育素牛生産施設を整備し、繁殖肥育一貫経営への転換を促すことにより、村内飼養

頭数の拡大を図る。 

施設貸与予定者 3法人が、貸与施設に投入できる労働力は、別紙「飼養規模決定根拠」記載のとおり、3

～4人となる。「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針」では「法人経営、主たる従事者 3人、



常勤雇用 3人による繁殖雌牛 200 頭の飼養形態」が「肉用牛（繁殖）経営指標」として示されているが、平

成 28 年度全国優良畜産経営管理技術発表会において最優秀賞を受賞した法人が、3.2 人の労働力により繁

殖牛 186 頭を飼養し、平均分娩間隔 12.1 か月の成績を収めているという好事例も見られることから、村の

目標である「村内飼養頭数拡大」への貢献の最大化を期待し、繁殖牛 180 頭（子牛を含め飼養頭数 300 頭

超）規模の施設を 3か所整備し、3法人にそれぞれ貸与する。 

当事業により整備される肥育素牛生産施設では、9名の雇用が創出される見込みであり、農業者が和牛肥

育に取り組む環境が整備されれば、今後村の農業を担っていく意欲ある農業者の帰還および流入が促進さ

れる。また、土地利用型作物である飼料作物の生産規模が拡大されることにより、耕作放棄地が減少し、村

全体の農業振興並びに地域再生が図られる。 

関連する事業の概要 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 (5)-43- 

事業名 肥育素牛生産施設整備事業 

交付団体 福島県 

基幹事業との関連性 

 基幹事業により整備する肥育素牛生産施設の建設予定地は、切土、盛土等を要するため、施設建設に取り

かかる前に、効果促進事業により造成工事を行う必要がある。 



（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

令和２年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

No. 事業名 水稲育苗施設敷地造成事業 事業番号 ◆(5)-43-7-1 
交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村（直接） 

総交付対象事業費 11,618（千円） 全体事業費 85,734（千円）
帰還環境整備に関する目標 

＜現状＞ 

葛尾村では、平成28年６月に一部の帰還困難区域を除き避難指示が解除されたが、長期間の避難を余儀な
くされたことから、村民の帰還は進んでおらず、避難指示解除後３年を経過しても今なお帰還率は20％台に
とどまっている。震災前の村の主産業は農業であり、水稲、畜産、葉たばこを中心に多様な農業が営まれてき

たが、原発事故を受け、風評被害や除染に伴う地力低下、後継者の流出など営農環境が大きく変わり離農を考

える農家も少なくない。また、村内の農業関連施設の老朽化・担い手不足等が深刻化しており、今後、耕作放

棄地の増加が予測される中、村としては、営農再開に向けた様々な取り組みを実施し、農業者の帰還を促進し

ているところである。

しかし、米の作付けは、震災前の135haに対し、現状26haの再開に留まっており、このうち23ha分は広野
町や郡山市より苗を購入している状況である。このため、村では、苗運搬費の支援に加え、村独自で購入費の

一部助成を行っているが、自家育苗者はごく少数となっていることから、育苗施設の確保が急務となってい

る。

＜農業振興の方向性＞ 

震災前から村の主要作物である水稲は、今も主要作物であり地域農業再生の要となるものである。震災で

各農家が保有していた育苗施設が取り壊され喪失している中、苗の確保を心配することなく稲作ができる環

境を整えることで水田の利活用を促進し、生業となる営農の再開により農業者の帰還を促す。 

事業概要 

＜本事業で施設を整備する理由＞ 

 本事業により、水稲育苗施設を整備し、水稲の作付再開を支援することで、村民の帰還や営農の再開を促進

する。 

＜整備内容＞ 

・造成測量設計：敷地面積 8,088㎡
・造成工事  ：敷地面積 8,088㎡
 なお、水稲育苗施設整備（受益面積：75ha、処理能力：15,000箱）は基幹事業（県申請）で実施する予定
である。

＜市町村計画等＞ 

●かつらお再生戦略プランより

第２章 復興再生プラン ２．重点プロジェクト （３）重点プロジェクトの方向性

２）安心農業基盤・体制の強化プロジェクト

①営農意向を活かした農業拠点地区の整備と経営体制の強化

イ）集落生産・管理体制の強化

・村における農業の再生・活性化を図るため集落営農を強化し、土地の流動化、周辺林地の管理等、

営農との一体的な取り組みを図ります。

・道路・水路の共同管理の充実、機械・機器等の共同利用、共同作業による既耕作放棄地の復旧等を

図ります。

③各集落における元気を増進する集落・営農環境の向上



ア）共同化促進による集落営農の活性化

・中山間地直接支払制度を活用し、各集落営農の共同利用施設の復旧整備、共同利用の農業用施設・

機械の導入等、生産関連施設等の整備を図ります。

・各集落拠点に、共同作業所や農業機材保管庫を整備し、さらに既存の集落営農をネットワークした

全村共同で推進させることで村の農業再生を図ります。

●葛尾村農業再生事業化計画「美しい農がある風景を再び かつらお」より

３．農業再生への目標

村民ひとりひとりが主役になり、農に関わっていただくことで、人が集まり、人とひとが語り合い、

美しい農がある風景を再び取り戻していくことを将来像に、農業再生支援を行い、村の農業再生を進め、

基幹産業として新しく生まれ変わることを目標とします。

① 水田農業は、育苗から出荷までの作業について、作業を斡旋する組織の設立を行い、各種作業を

支援します。また、まとまった農地の集積を行う経営体を育成するとともに、組織や経営体で水

田農業の再開を行う場合は、必要な農業用機械と施設（育苗施設と穀類乾燥調製施設等）の整備

を支援します。

４．農業再生への道のり

（３）第３段階「農業の将来像」

○水田は、経営体（法人及び生産組織）を育成し、育苗施設や穀類乾燥調製施設等の整備を支援する

とともに、農地の利用集積を進めるため、未整備地区のほ場区画の整理・大型化を進めます。

●葛尾村農業再生アクションプランより

「稲作振興」

【目標】

○震災前の作付面積約130ha の回復を目標とし、当面令和６年度までに約７割の85ha の作付を目指し
ます。（Ｒ元：26ha）

【具体的対応（施策）】

① 加速化交付金制度を活用した共同利用施設・機械等の整備（育苗施設・乾燥調製施設・集落営農向

け機械等）

当面の事業概要 

＜令和２年度＞

測量設計  11,618千円
＜令和３年度＞

造成工事  74,116千円
地域の帰還環境整備との関係 

本事業により育苗施設を整備することで村内における営農再開を支援する。特に、長期の避難で管理がで

きず農機具や施設が使用できなくなった農家について、村内における農業用施設の利用が可能となることか

ら、新たに農業者14名の稲作再開と村内への帰還が見込まれる。
さらに、村と関係機関が一体となり、稲作再開の意向を示さない者から、担い手や集落営農組織へ水田の流

動化を進めることで、優良農地を確保し、村全体の農業振興及び地域再生を図る。

関連する事業の概要 

○被災地域農業復興総合支援事業 

米乾燥調製施設・農業機械整備事業（令和２年度～３年度予定） 211,243千円 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 (5)-43- 

事業名 被災地域農業総合支援事業（水稲育苗施設整備）葛尾村 

交付団体 福島県 



基幹事業との関連性 

基幹事業により整備する「被災地域農業総合支援事業（水稲育苗施設整備）葛尾村」の建設予定地は、表土

の入れ替えや盛土等を要する必要があるため、施設建設に取りかかる前に効果促進事業により造成工事を行

う必要がある。 


